
資料 No.１ 

平成23年「パートタイム労働者総合実態調査」 

（事業所調査）結果について 

厚生労働省雇用均等・児童家庭局 

短時間・在宅労働課 
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注１：平成23年調査結果の数値は、東日本大震災の影響により、被災３県（岩手県、宮城県、福島

県）を除いた数値となっている。 

注２：特に注意書きのない限り、平成18年の調査結果についても、被災３県を除いて再集計した数

値である。 



○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   
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資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 
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改正パ－トタイム労働法の施行に伴う雇用管理等の見直し 
（事業所調査） 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

改正パ－トタイム労働法の施行を機に実施した措置の
有無及び内容別割合事業所割合（複数回答）  
（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   
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改正パ－トタイム労働法の施行に伴う雇用管理等の見直し 
（事業所調査） 
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資料出所：平成22年短時間労働者実態調査（（独）労働政策研究・研修機構） 

（参考）平成22年 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   
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○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   
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資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

※H18、H22は一般的な労働条件の明示方法を調査しており、特定事項（昇給・賞与・退職金）
の有無については調査していない。 

労働条件の明示等（第6条） 
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就業規則作成の意見聴取（第7条） 

H18 

資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   
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資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 



○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   
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資料出所：平成22年短時間労働者実態調査（(独）労働政策研究・研修機構） 
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○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

・正社員と職務が同じパート（１要件）の割合は8.1%（事業所割合では16.7%） 

・正社員と職務が同じかつ人材活用の仕組みが同じパート（２要件）の割合は2.1%（事業所割合では4.0%） 

・正社員と職務が同じかつ人材活用の仕組みが同じで無期契約のパート（３要件）の割合は1.3%（事業所割合では

2.5％） 

働き方が正社員と同じパートの存在割合 H23 
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パートに占める割合 事業所に占める割合 
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16.7% 
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職務が正
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パートはい

ない 
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不明 
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資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

正社員と職務がほとんど同じパートの有無別事業所割合 H18 

（※ H18は再集計をしていないデータである） 

差別的取扱いの禁止（第8条） 
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資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

2.1% 4.0% 



全短時間労働者数 91,384人

短時間労働者の中で最も人数が多い職種に就いてい

る短時間労働者数 77,101人

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者数

2,647人

正社員と職務がほとんど同じかつ

人材活用の仕組みが同じ短時間労働者数

286人（うち有期：201人、無期85人）

100%
84.4%

2.9% 0.3%
無期：0.1%

資料出所：平成22年短時間労働者実態調査（(独）労働政策研究・研修機構） 

・正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者（１要件）の割合は2.9%（事業所割合では20.5%） 

・正社員と職務がほとんど同じかつ人材活用の仕組みが同じ短時間労働者（２要件）の割合は0.3%（事業
所割合では2.7%） 

・正社員と職務がほとんど同じかつ人材活用の仕組みが同じで無期契約の短時間労働者（３要件）の割合
は0.1%（事業所割合では1.1％） 

働き方が正社員と同じ短時間労働者の存在割合 H22 

短時間労働者に占める割合 事業所に占める割合 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

短時間労働者を雇用している事業所 1,764事業所

当該事業所でもっとも短時間労働者の人数が多い職

種に正社員がいる事業所 1,482事業所

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者が

いる事業所 361事業所

正社員と職務がほとんど同じかつ人材活用の

仕組みが同じ短時間労働者がいる
事業所 48事業所（うち無期あり19事業所）

100%
84.0%

20.5%

2.7%
無期：1.1%
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14.1  9.4  21.6  33.9  21.0  

0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0  80.0  90.0  100.0  

正社員と同様の算定方法（制度・基準）に基づいている 正社員と算定要素が全て共通している 

正社員と算定要素が一部共通している 正社員とは算定要素が全く異なる 

無回答 

正社員と職務が同じパートの基本賃金（基本給）の支払状況別事業所割合 
（正社員と職務が同じパートがいる事業所＝100） 

（％） 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

正社員と職務が同じパートの雇用管理の状況 

支払っている 17.4 

支払っている 56.2  

支払っている 26.6  

支払っていない 64.2 

支払っていない 31.3  

支払っていない 61.9  

無回答 18.4 

無回答 12.5  

無回答 11.5  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

役職手当 

賞与 

退職金 

正社員と職務が同じパートの役職手当、賞与、退職金の支払いの有無別事業所割合 
（正社員と職務が同じパートがいる事業所＝100） 

40.2  

13.4  

19.6  

10.8  

5.4  

4.9  

16.4  

27.4  

32.6  

32.5  

53.8  

42.9  

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

役職手当 

賞与 

退職金 

正社員と同様の算定方法（制度・基準）に基づいている 正社員と算定要素が全て共通している 

正社員と算定要素が一部共通している 正社員とは算定要素が全く異なる 

正社員と職務が同じパートの役職手当、賞与、退職金の支払状況別事業所割合 
（役職手当、賞与、退職金を支払っている事業所＝100） 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

※H18は、賞与・退職金について、パート全体（正社員と職務が同じ者に絞っていない）の扱いを調査している。 
11 

賃金の決定方法（第９条） 



○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

81.2  

56.0  

73.5  

7.8  

18.4  

5.3  

46.0  
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7.9  
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37.3  

21.2  22.2  

8.2  
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9.0  5.3  
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び
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任
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成
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転
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可
能
性
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無 
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賃
金
相
場 

最
低
賃
金 

勤
続
年
数 

年
齢 

学
歴 

そ
の
他 

無
回
答 

（％） 

正社員 

パート 

賃金決定の際に考慮した内容別事業所割合（複数回答） 
（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

パート労働者の採用時の賃金決定の際に考慮した内容
（複数回答） 

31.4  

14.4  

26.1  

71.7  

19.1  
12.7  

7.4  
1.2  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  
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仕
事
の
困
難
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同
じ
職
種
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正
社
員
の
賃
金 

経
験
年
数 

同
じ
地
域
・職
種
の
パ
ー
ト
の

賃
金
相
場 

地
域
・産
業
別
最
低
賃
金 

年
齢 

そ
の
他 

不
明 

（％） 

資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

H18 

H23 

（※ H18は再集計をしていないデータである） 
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○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   
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59.6  

43.5  

30.8  

14.1  
5.5  

15.0  

4.1  

0.0  
10.0  
20.0  
30.0  
40.0  
50.0  
60.0  
70.0  

職
務
の
内
容
（業
務
の
内

容
及
び
責
任
の
重
さ
） 

職
務
の
成
果 

能
力
、
経
験 

地
域
で
の
賃
金
相
場 

最
低
賃
金 

年
齢 

学
歴 

そ
の
他 

無
回
答 

（％） 

短時間労働者の賃金決定の際、考慮している要素（複数回答） 

（参考）平成22年 

資料出所：平成22年短時間労働者実態調査（（独）労働政策研究・研修機構） 

13 



○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

正社員より

高い 
6.4% 

正社員より

低い 
61.6% 

正社員と 
同じ 

27.9% 

無回答 
4.2% 

正社員と職務が同じパートと正社員を比較した場合の 
１時間当たりの基本賃金の差の有無別事業所割合 

（正社員と職務が同じパートがいる事業所＝100） 

正社員と職務が同じパートの正社員との賃金額の差 

正社員の 
８割以上 

45.1  

正社員の 
６割以上 
８割未満 

43.7  

正社員の 
４割以上 
６割未満 

10.6  
 

正社員の 
４割未満 

0.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

正社員より低い場合の正社員の基本賃金に対する割合 
（職務が同じ正社員よりも基本賃金が低いパートがいる事業所＝100） 

48.6  

36.5  35.2  

21.3  21.1  19.7  
16.9  

9.0  10.6  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

パ
ー
ト
は
勤
務
時
間
の
自
由
が

利
く
か
ら 

正
社
員
は
企
業
へ
の
将
来
的
な
貢

献
度
の
期
待
が
高
い
か
ら 

そ
う
い
っ
た
契
約
内
容
で
パ
ー
ト

が
納
得
し
て
い
る
か
ら 

定
年
後
の
再
雇
用
制
度
で
パ
ー

ト
を
雇
用
し
て
い
る
か
ら 

パ
ー
ト
は
人
事
異
動
の
幅
や
頻
度

が
少
な
い
か
ら 

パ
ー
ト
は
残
業
の
時
間
数
、
回
数

が
少
な
い
か
ら 

パ
ー
ト
の
賃
金
を
上
げ
る
余
裕

が
な
い
か
ら 

正
社
員
の
賃
金
を
下
げ
る
こ
と

が
で
き
な
い
か
ら 

そ
の
他 

職務が同じ正社員よりもパートの１時間当たりの基本賃金が低い理由別事業所割合 
（複数回答３つまで、職務が同じ正社員よりも基本賃金が低いパートがいる事業所＝100） 

 （％） 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 14 



職務が正社員とほとんど同じ短時間労働者の正社員と
の賃金額の差の有無 

ある 
81.7% 

ない 
16.9% 

不 明 
1.4% 

H18 

94.5  

6.2  

0.0  

20.0  

40.0  

60.0  

80.0  

100.0  

パートの方が低い パートの方が高い 

正社員と職務がほとんど同じパートの 
１時間当たりの賃金額の差 

賃金額の差の内容
（複数回答） 

資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

(%) 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

72.7  

31.1  

14.5  
8.3  

32.9  

8.4  
15.9  

0.0  
10.0  
20.0  
30.0  
40.0  
50.0  
60.0  
70.0  
80.0  

勤
務
時
間
の
自
由
度
が
違

う
か
ら 

残
業
の
時
間
数
、
回
数
が
違

う
か
ら 

正
社
員
に
は
転
居
を
伴
う
異

動
が
あ
る
か
ら 

転
居
を
伴
う
異
動
は
な
い

が
、
人
事
異
動
の
幅
や
頻
度

が
違
う
か
ら 

正
社
員
に
は
企
業
へ
の
貢
献

が
よ
り
期
待
で
き
る
か
ら 

正
社
員
の
賃
金
を
下
げ
る
こ

と
が
で
き
な
い
か
ら 

そ
の
他 

（％） 

パートと職務がほとんど同じ正社員との賃金額の差がある場合の低い理由 
（３つまで複数回答） 

（※ H18は再集計をしていないデータである） 

15 



８割以上 
36.3  

６割以上 
８割未満 

48.2  

４割以上 
６割未満 

14.3  

４割未満 
1.2  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

H22 

正社員より

高い 
3.9% 

正社員より

低い 
69.5% 

正社員と同

じ（賃金差

はない） 
17.5% 

無回答 
9.1% 

正社員よりも賃金額が低い場合の 
正社員の賃金額に対する割合 

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者
の１時間当たりの賃金額の差 

賃金差が 
ある 
73.4% 

52.6  

24.7  
29.5  

15.9  

2.8  

13.5  

46.6  

14.7  

2.8  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

勤
務
時
間
の
自
由
度
が
違

う
か
ら 

残
業
の
時
間
数
、
回
数
が

違
う
か
ら 

人
事
異
動
の
幅
や
頻
度
が

違
う
か
ら 

正
社
員
に
は
企
業
へ
の
貢
献

が
よ
り
期
待
で
き
る
か
ら 

正
社
員
の
賃
金
を
下
げ
る

こ
と
が
で
き
な
い
か
ら 

短
時
間
労
働
者
の
賃
金
を

上
げ
る
余
裕
が
な
い
か
ら 

そ
う
い
っ
た
契
約
内
容
で
労

働
者
が
納
得
し
て
い
る
か

ら 

そ
の
他 

無
回
答 

（％） 

正社員と職務がほとんど同じ短時間労働者がいる事業所で、正社員より 
（短時間労働者の）賃金割合が低い理由（３つまで複数回答） 

資料出所：平成22年短時間労働者実態調査（（独）労働政策研究・研修機構） 

（参考）平成22年 

職務が正社員とほとんど同じ短時間労働者の正社員との賃金額の差の有無 

16 



71.6  
67.2  

70.8  

52.1  
59.1  

42.2  
37.1  

26.0  27.6  29.7  

19.4  

8.8  7.3  7.0  5.4  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

通
勤
手
当 

更
衣
室
の
利
用 

休
憩
室
の
利
用 

慶
弔
休
暇 

賞
与 

人
事
評
価
・考
課 

定
期
的
な
昇
給 

給
食
施
設
の
利
用 

人
間
ド
ッ
ク
の
補
助 

退
職
金 

役
職
手
当 

精
勤
手
当 

企
業
年
金 

家
族
手
当 

住
宅
手
当 

（％） 

正社員と職務が同じパートに実施 

手当等、各種制度の実施状況及び福利厚生施設の利用状況別事業所割合 
（複数回答） 

（正社員と職務が同じパートがいる事業所＝100） 
 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

65.1  
61.8  60.3  

42.2  
37.3  36.4  

27.8  
21.8  20.2  

13.0  
7.6  6.6  

3.1  2.5  2.0  

85.6  

66.7  64.7  

82.7  83.4  

62.7  
66.5  

23.7  

44.7  

74.3  72.1  

23.1  
27.7  

53.4  

37.8  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

90.0  

通
勤
手
当 

更
衣
室
の
利
用 

休
憩
室
の
利
用 

慶
弔
休
暇 

賞
与 

人
事
評
価
・考
課 

定
期
的
な
昇
給 

給
食
施
設
の
利
用 

人
間
ド
ッ
ク
の
補
助 

退
職
金 

役
職
手
当 

精
勤
手
当 

企
業
年
金 

家
族
手
当 

住
宅
手
当 

パートに実施 

正社員に実施 

手当等、各種制度の実施状況及び福利厚生施設の利用状況別事業所割合 
（複数回答） 

（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） （％） 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

H23 

手当・制度の実施状況 

17 資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

H23 



○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

18 

68.4  

55.1  
50.3  

45.5  

20.0  
15.5  

9.2  9.2  8.4  7.4  
2.1  1.8  1.7  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

通
勤
手
当 

社
内
行
事
へ
の
参
加 

定
期
健
康
診
断 

慶
弔
見
舞
金 

雇
入
時
健
康
診
断 

保
養
施
設
の
利
用 

精
勤
手
当 

職
能
資
格
制
度 

役
職
手
当 

役
職
へ
の
登
用 

家
族
手
当 

託
児
施
設
の
利
用 

住
宅
手
当 

（％） 

手当等、各種制度のパートへの実施状況及び福利厚生施設のパートの利用状況別事業所割合 
（複数回答） 

（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

H18 

（※ H18は再集計をしていないデータである） 



32.7  

42.5  

80.7  

3.9  
8.4  

4.5  3.2  

48.6  

9.4  6.9  

79.8  

58.9  

16.3  

32.8  

7.8  

47.8  
41.4  

11.6  12.5  

75.3  
69.7  

50.3  
43.7  

79.8  

41.5  

14.2  

33.4  
27.2  

13.9  

1.9  
0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

90.0  

定
期
的
な
昇
給 

人
事
評
価
・考
課 

通
勤
手
当 

精
勤
手
当 

役
職
手
当 

家
族
手
当 

住
宅
手
当 

賞
与 

退
職
金 

企
業
年
金 

健
康
診
断 

慶
弔
休
暇 

共
済
会
へ
の
加
入 

保
養
施
設
の
利
用 

託
児
施
設
の
利
用 

（%） 

正社員及び短時間労働者の両方に対し実施 
正社員に対してのみ実施 

手当及び各種制度の実施状況 （事業所調査） 

資料出所：平成22年短時間労働者実態調査（（独）労働政策研究・研修機構） 

正社員、短時間労働者全般の手当・各種制度の実施状況（複数回答） 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

（参考）平成22年 

19 



54.4  

32.1  
26.5  

9.2  10.5  

67.1  

46.2  
51.5  

35.3  
29.2  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

日
常
的
な
業
務
を
通
じ
た
、 

計
画
的
な
教
育
訓
練
（OJT

） 

入
職
時
の
ガ
イ
ダ
ン
ス
（Off-JT) 

職
務
の
遂
行
に
必
要
な
能
力
を 

付
与
す
る
教
育
訓
練
（Off-JT) 

将
来
の
た
め
の
キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ 

の
た
め
の
教
育
訓
練
（Off-JT) 

自
己
啓
発
費
用
の
補
助 

パートに実施している 

正社員に実施している 

 教育訓練の実施状況別事業所割合（複数回答） 
（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

（％） 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

H18 
18.3  

28.7  

10.9  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

O
FF-JT 

計
画
的
なO

JT 

自
己
啓
発 

費
用
の
補
助 

パートに実施している教育訓練等の内容（複数回答） 

資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

（％） 

H23 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

（※ H18は再集計をしていないデータである） 

教育訓練（第10条） 

20 



79.3  78.3  
72.2  

57.9  

43.8  

2.7  5.4  

54.2  57.1  

38.2  

17.6  15.8  13.4  9.9  

58.9 
66.2 

46.2 

24.2 
17.8 

12.0  

0.0  
10.0  
20.0  
30.0  
40.0  
50.0  
60.0  
70.0  
80.0  
90.0  

入
職
時
に
ガ
イ
ダ
ン
ス 

（OFF-JT

）を
行
っ
て
い
る 

日
常
的
業
務
を
通
じ
た
、 

計
画
的
な
教
育
訓
練 

（OJT

）を
行
っ
て
い
る 

職
務
遂
行
に
必
要
な 

能
力
を
付
与
す
る
教
育
訓
練 

（OFF-JT

）を
行
っ
て
い
る 

キ
ャ
リ
ア
ア
ッ
プ
の
た
め
の 

教
育
訓
練
（OFF-JT

）を 
行
っ
て
い
る 

自
己
啓
発
費
用
を 

補
助
し
て
い
る 

教
育
訓
練
等
は 

ほ
と
ん
ど
行
っ
て
い
な
い 

無
回
答 

正社員に対して 
短時間労働者全般（職務の異同問わず）に対して 
正社員と職務が同じ短時間労働者（いる場合）に対して 

（％） 

正社員、短時間労働者全般及び正社員と職務が同じ 
短時間労働者（いる場合）の教育訓練機会（複数回答） 

資料出所：平成22年短時間労働者実態調査（（独）労働政策研究・研修機構） 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

（参考）平成22年 

21 



○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

65.1  61.8  60.3  

42.2  
37.3  36.4  

27.8  
21.8  20.2  

13.0  
7.6  6.6  3.1  2.5  2.0  

85.6  

66.7  64.7  

82.7  83.4  

62.7  
66.5  

23.7  

44.7  

74.3  72.1  

23.1  
27.7  

53.4  

37.8  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

90.0  

通
勤
手
当 

更
衣
室
の
利
用 

休
憩
室
の
利
用 

慶
弔
休
暇 

賞
与 

人
事
評
価
・考
課 

定
期
的
な
昇
給 

給
食
施
設
の
利
用 

人
間
ド
ッ
ク
の
補
助 

退
職
金 

役
職
手
当 

精
勤
手
当 

企
業
年
金 

家
族
手
当 

住
宅
手
当 

パートに実施 

正社員に実施 

手当等、各種制度の実施状況及び福利厚生施設の利用状況別事業所割合 
（複数回答） 

（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） （％） 

68.4  

55.1  
50.3  

45.5  

20.0  
15.5  

9.2  9.2  8.4  7.4  
2.1  1.8  1.7  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

通
勤
手
当 

社
内
行
事
へ
の
参
加 

定
期
健
康
診
断 

慶
弔
見
舞
金 

雇
入
時
健
康
診
断 

保
養
施
設
の
利
用 

精
勤
手
当 

職
能
資
格
制
度 

役
職
手
当 

役
職
へ
の
登
用 

家
族
手
当 

託
児
施
設
の
利
用 

住
宅
手
当 

（％） 

手当等、各種制度のパートへの実施状況及び福利厚生施設のパートの利用状況別事業所割合 
（複数回答） 

（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

H18 

H23 

手当・制度の実施状況 

（※ H18は再集計をしていないデータである） 22 

福利厚生（第11条） 

（再掲） 



58.7  

41.1  
37.1  

12.7  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

正
社
員
を
募
集
す
る
場
合
、

そ
の
募
集
内
容
を
パ
ー
ト
に
周

知
し
て
い
る 

正
社
員
の
ポ
ス
ト
を
社
内
公

募
に
す
る
場
合
、
パ
ー
ト
に
も

応
募
機
会
を
与
え
て
い
る 

試
験
制
度
等
、
正
社
員
転
換

制
度
を
導
入
し
て
い
る 

そ
の
他
（例
え
ば
正
社
員
と
し

て
必
要
な
能
力
取
得
の
た
め

の
援
助
等
） 

（％） 

パートの正社員転換推進措置の実施方法別事業所割合（複数回答） 
（パートの正社員転換推進措置を実施している事業所＝100） 

制度あり 
45.8  

制度なし 
50.3  

無回答 
3.9  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

H18 

 パートから正社員への転換制度の有無 
（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

実施している 
41.5  

実施していない 
56.6  

無回答 
1.9  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

H23 

 パートの正社員転換推進措置の有無別事業所割合 
（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 
 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

（※ H18は再集計をしていないデータである。また、H18は制度の内容は調査していない。） 

正社員転換推進措置（第12条） 
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資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 
 



短時間労働者から正社員への転換推進措置の実施状況 
（事業所調査） 

51.0  

38.5  
45.6  

10.7  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

正
社
員
を
募
集
す
る

場
合
、
そ
の
募
集
内
容

を
短
時
間
労
働
者
に

周
知
し
て
い
る 

正
社
員
の
ポ
ス
ト
を
社

内
公
募
す
る
場
合
、
短

時
間
労
働
者
に
も
応

募
機
会
を
与
え
て
い
る 

試
験
制
度
な
ど
正
社

員
転
換
制
度
を
導
入

し
て
い
る 

そ
の
他
（教
育
訓
練

等
） 

（％） 

資料出所：平成22年短時間労働者実態調査（（独）労働政策研究・研修機構） 

実施方法（複数回答） 

正社員転換 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

実施している 
48.6  

実施していない 
48.4  

無回答 
3.0  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

H22 

（参考）平成22年 
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○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

説明を求められ 
たことがある  

15.6  

説明を求められたこと

がない 
 73.5  

わからない  
10.2  

無回答 0.7 
↓  

0.0  10.0  20.0  30.0  40.0  50.0  60.0  70.0  80.0  90.0  100.0  

過去３年間におけるパートからの処遇に関する説明を 
求められたかの有無別事業所割合 

（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

（％） 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

待遇の決定についての説明（第13条） 

※ H18は調査項目なし。 
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求められた内容に

ついて説明 
している 

99.0  

求められた内容に

ついて説明してい

ない 
0.0  

不明 
1.0  

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0% 

説明を求められた場合の説明の有無別事業所割合 
（説明を求められたことがある事業所＝100） 

 



説明を求められ

たことがある 
22.3  

説明を求められ

たことがない 
75.2  

無回答 
2.5  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

資料出所：平成22年短時間労働者実態調査（（独）労働政策研究・研修機構） 

説明している 
98.5  

説明してい

ない 
0.8  無回答 

0.8  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

過去２年間における短時間労働者から本人の処遇に 
係る説明を求められた経験の有無及びその対応 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

（参考）平成22年 
待遇の決定についての説明 
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88.4  
74.5  

32.3  

3.0  
0.0  

20.0  

40.0  

60.0  

80.0  

100.0  

パ
ー
ト
労
働
者
か
ら
本
人
の

処
遇
に
つ
い
て
説
明
を
求
め

ら
れ
た
と
き
は
、
説
明
し
て

い
る 

パ
ー
ト
労
働
者
か
ら
処
遇
に

つ
い
て
苦
情
を
受
け
た
と
き

は
、
そ
の
解
決
に
努
め
て
い

る 

定
期
的
に
パ
ー
ト
労
働
者
と

の
面
談
を
実
施
し
、
意
見
を

聞
く
よ
う
に
し
て
い
る 

労
使
協
議
に
パ
ー
ト
労
働
者

も
参
加
し
て
い
る 

（％） 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

自主的に解

決を図るよう

努めている 
87.2% 

特に何もして

いない 
9.4% 

無回答 
3.4% 

パートから処遇について苦情の申し出を受けた場合の 
自主的対応の有無別事業所割合 

（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

話し合い

促進のた

めの措

置を講じ

ている 
85.4% 

パート等労

働者との話

し合いは特

に行ってい

ない 
12.3% 

不明 
2.3% 

パート労働者との労使の話し合い促進のための措置
の実施状況別事業所割合 

（パート労働者を雇用している事業所＝100） 
 

H18 

措置の内容（複数回答） 

H23 

（※ H18は再集計をしていないデータである） 

苦情の自主的解決（第19条） 
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66.5  

13.2  

34.0  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

人
事
担
当
な
ど
が
苦
情
対
応

の
窓
口
と
な
っ
て
解
決
に
努
め

て
い
る 

苦
情
処
理
機
関
を
設
け
、
解
決

に
努
め
て
い
る 

そ
れ
以
外
の
方
法
で
解
決
に

努
め
て
い
る 

（％） 

パートからの処遇についての苦情対応方法別事業所割合 
（複数回答） 

（パートからの苦情に対し自主的に解決を図るよう努めている事業所＝100） 
 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

資料出所：平成18年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 



○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

（参考）平成22年 

解決に

努めて

いる 
92.4% 

特に何

もして

いない 
2.2% 

無回答 
5.4% 

18.0  

80.7  

17.2  

0.0  

20.0  

40.0  

60.0  

80.0  

100.0  

苦
情
処
理
制
度
を
設

け
、
解
決
に
努
め
て
い

る 

人
事
担
当
者
な
ど
が

窓
口
に
な
っ
て
解
決
に

努
め
て
い
る 

左
記
以
外
の
方
法
で
、

解
決
に
努
め
て
い
る 

（％） 

短時間労働者から処遇に対する苦情の申し出を受けた場合の 
自主的解決努力の有無 

解決の方法（複数回答） 

資料出所：平成22年短時間労働者実態調査（（独）労働政策研究・研修機構） 
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48.6  

36.5  35.4  

23.4  21.2  19.1  17.6  16.0  
10.5  9.0  

1.5  

9.2  
3.4  

71.7  

36.5  38.5  

27.6  

18.4  
24.0  

8.8  

22.4  

12.1  

2.6  3.6  1.3  
0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

80.0  

人
件
費
が
割
安
な
た
め 

（労
務
コ
ス
ト
の
効
率
化
） 

仕
事
内
容
が
簡
単
な
た
め 

１
日
の
忙
し
い
時
間
帯 

に
対
処
す
る
た
め 

人
を
集
め
や
す
い
た
め 

経
験
・知
識
・技
能
の
あ
る 

人
を
採
用
し
た
い
た
め 

一
定
期
間
の
繁
忙
に 

対
処
す
る
た
め 

定
年
退
職
者
の
再
雇
用
の
た
め 

仕
事
量
が
減
っ
た
と
き
に 

雇
用
調
整
が
容
易
な
た
め 

家
庭
の
事
情
等
に
よ
り
中
途
退
職 

し
た
正
社
員
の
再
雇
用
の
た
め 

学
卒
等
一
般
の
正
社
員
の 

採
用
、
確
保
が
困
難
な
た
め 

Ｉ
Ｔ
化
・サ
ー
ビ
ス
情
報
化
の
進
展
に 

よ
っ
て
、
業
務
内
容
が
変
化
し
た
た
め 

そ
の
他 

無
回
答 

（％） 

平成23年 

平成18年 

パートを雇用する理由別事業所割合（事業所調査）  
（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

（参考）平成22年 

資料出所：平成22年短時間労働者実態調査（（独）労働政策研究・研修機構） 

46.2  
41.7  

38.0  

24.3  22.6  
19.4  

27.2  

10.2  9.9  10.1  

3.1  

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

人
件
費
が
割
安
な
た
め 

簡
単
な
仕
事
内
容
の
た
め 

１
日
の
忙
し
い
時
間
帯 

に
対
処
す
る
た
め 

人
を
集
め
や
す
い
た
め 

経
験
・知
識
・技
能
の
あ
る 

人
を
採
用
し
た
い
た
め 

一
定
期
間
の
繁
忙 

に
対
処
す
る
た
め 

定
年
社
員
の
再
雇
用
の
た
め 

仕
事
量
が
減
っ
た
と
き
に 

雇
用
調
整
が
容
易
な
た
め 

退
職
し
た
女
性
正
社
員 

の
再
雇
用
の
た
め 

そ
の
他 

無
回
答 

（％） 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

その他 
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期間の 
定めあり 

51.4% 

期間の 
定めなし 

48.6% 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

パートの雇用期間の定めの有無別事業所割合 
（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

3ヶ月未満 
4.7 

3ヶ月以上 
6ヶ月未満 

8.8 

6ヶ月 
26.6 

6ヶ月超 
1年未満 

0.3 
1年 
58.4 

1年超 
1.2 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

パートの１回当たりの雇用期間階級別事業所割合 
（パートの雇用期間の定めありの事業所のうち、回答があった事業所＝100） 

雇用期間 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

個々の労働者ごとに

更新するかどうか 
判断する 

64.6 

パートから終了を 
申し出なければ、 
自動的に更新する 

26.9 

その他のルール 
により更新する 

4.7 

契約の更新を 
しない 

0.1 

無回答 
3.7 

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

パートの労働契約の更新方法別事業所割合 
（パートの雇用期間の定めありの事業所＝100） 

（※H18は事業所調査では調査項目はなし） 

30 

※「労働契約の中で雇用期間の定めはあります
か。パートごとに異なる場合は、もっとも多く
の労働者に適用される内容をお答えください」
という設問で調査 



 契約期間の定めの有無・１回当たりの契約期間（事業所調査） 

短時間労働者の契約期間の 
定めの有無 

期間の 
定めあり 

85.9% 

期間の 
定めなし 

12.5% 

無回答 
1.6% 

１カ月以内 
1.0  

１カ月超～ 
３カ月以内 

8.8  

３カ月超～６カ

月以内 
23.8  

６カ月超～１年

以内 
60.8  

１年超～ 
２年以内 

0.3  

２年超～ 
３年以内 

0.5  

３年超 
0.2  

無回答 
4.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

１回当たりの契約期間 

資料出所：平成22年短時間労働者実態調査（労働政策研究・研修機構） 

労働者のケース

ごとに、更新する

かどうかを判断 
63.4  

労使のいずれか

らも終了を申し出

なければ 
自動的更新 

25.0  

その他の 
ルール 
により 
更新 
8.2  

契約の更新を 
しない 

1.3  

無回答 
2.2  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

契約更新状況 

更新する ９６．５％ 

1回 
7.8  

2回 
10.7  

3～5回 
36.2  

6～10回 
21.5  

11回以上 
17.8  

無回答 
6.1  

0% 20% 40% 60% 80% 100% 

もっとも多い実際の更新回数 

※短時間労働者の中でもっとも 
人数が多い職種について調査 
している。 

○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

（参考）平成22年 
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○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

5.3 10.5 39.4 41.6 3.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100% 

正社員と同じ人事異動を行っている 正社員とは異なる人事異動を行っている 

人事異動を正社員には行っているが、パートには行っていない 人事異動を正社員にもパートにも行っていない 

無回答 

パートの人事異動の有無及び人事異動の実施状況別事業所割合 
（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

パートの人事異動を行っている 15.8% 

※H18は「正社員と職務が同じパート」について人事異動を行っているか調査している
ため比較できない。 
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○ パートタイム労働者の雇用管理方針（事業所調査）   

資料出所：平成23年パートタイム労働者総合実態調査（厚生労働省） 

パートの役

職者がい

る 
6.5% 

パートの役

職者はい

ない 
91.7% 

無回答 
1.8% 

パートの役職者の有無  
（正社員とパートの両方を雇用している事業所＝100） 

25.4 

19.3 

66.4 

0.0  

10.0  

20.0  

30.0  

40.0  

50.0  

60.0  

70.0  

所
属
組
織
の
責
任
者
等
ハ
イ
レ
ベ
ル 

の
役
職
（店
長
、
工
場
長
等
）ま
で 

現
場
の
責
任
者
等
中
間
レ
ベ
ル
の 

役
職
（フ
ロ
ア
長
、
部
門
長
等
）ま
で 

所
属
グ
ル
ー
プ
の
み
の
責
任
者
等
比
較
的
一
般 

従
業
員
に
近
い
役
職
（売
場
長
、
ラ
イ
ン
長
等
）
ま
で 

（％） 

パートの役職者の種類（複数回答）  
（パートの役職者がいる事業所＝100） 

※ H18は事業所票では役職について調査していない。 
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各調査の概要 

調査 
「平成18年パートタイム 
労働者総合実態調査」 

「平成22年短時間労働者 
実態調査」 

「平成23年パートタイム 
労働者総合実態調査」 

実施 
主体 

厚生労働省 （独）労働政策研究・研修機構 

（JILPT) 
厚生労働省 

調査 
時点 

平成18年10月1日 平成22年4月1日 平成23年6月1日 

有効 
回答数 

事業所調査 6,653 
（5人以上の民営事業所）  
個人調査 13,426 

事業所調査  3,040 
（うち短時間労働者が１人以上 

1,574事業所） 
個人調査 6,208 

事業所調査 5,909 
（5人以上の民営事業所）  
個人調査 – 
 
 
東日本大震災による被災３県
（岩手県・宮城県・福島県）を除
いて調査を実施 

 

主な 
回答 
事業所
の産業 

製造業 
サービス業（注１） 
卸売・小売業 
建設業 
運輸業 

14.0% 
24.7% 
29.2% 
10.7% 
4.5% 

製造業 
サービス業（注２） 
卸売・小売業 
建設業 
運輸業・郵便業 

27.3% 
18.9% 
14.9% 
6.3% 
6.1% 

製造業 
サービス業（注２） 
卸売・小売業 
建設業 
運輸業・郵便業 

12.1% 
26.5% 
26.9% 
9.5% 
5.1% 

回答 
事業所
の規模 

1,000人以上 
300～999人 
100～299人 
30～99人 
5～29人 

0.1% 
0.5% 
2.3% 
12.0% 
85.1% 

1,000人以上 
300～999人 
100～299人 
30～99人 
5～29人 
4人以下 

8.6% 
18.0% 
22.4% 
28.8% 
21.3% 
0.9% 

1,000人以上 
300～999人 
100～299人 
30～99人 
5～29人 
 

0.1% 
0.5% 
2.5% 
12.8% 
84.0% 

※回答事業所の産業の「サービス業」は、それぞれ下記の産業を計上。 
  注１）飲食・宿泊業、複合サービス事業、サービス業（他に分類されないもの）（生活関連サービス業、事業関連等サー

ビス業） 
  注２）学術研究・専門・技術サービス業、宿泊業・飲食サービス業、生活関連サービス業・娯楽業、複合サービス事業、

サービス業（他に分類されないもの） 
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